経済史講義メモ（20040706）

前回、雨宮教授の特別セミナー｢社会的ヨーロッパから学ぶ｣を熱心に聴講してくださった学生諸君に感謝。

　最後の自発的な多くの拍手は、すばらしいものでした。雨宮さんも感激していることと思います。

　それだけ、雨宮さんの講義内容が、よかった、ということですね。

　またチャンスがあれば、他の共同研究者にもお話をお願いしましょう。

-------------------

これまで何回か国民経済計算などの統計を見ながら、戦後の経済史的発達を確認したが、このマクロ的動向に関しては、都立大学経済学部の脇田成教授が簡明なHP（マクロ数値早見表）を作成していることを知ったので、そこにリンクを張っておこう。

　さて、戦後日本の就業構造の変化(雇用者の数・割合の圧倒的増加)、国民所得の変化などを見てきたが、それでは、そのなかで、階層はどうなっているか？

かつては、「総中流」意識が支配的だったが、最近では、階層間格差が拡大しているとされる。現実は？

日本内部の格差もさることながら、講義の最初に配布した世界のGDP統計に見られるように、世界的にはGDP規準だが、きわめて大きな格差がある。生活の豊かさ、社会の豊かさなどの実態では、どうだろうか？

１．橘木俊詔著『日本の経済格差』岩波新書、1998年

２．佐藤俊樹著『不平等社会日本―さよなら総中流』中公新書1537、2000年6月初版(2002年5月、第15版)

ここでは、2の新しい文献を紹介し、みなさんに階層格差について、考えてもらいたい。

　その前に、総理府日本の統計（2004年版、統計はH12について）から、階層別所得を見ておこう。統計の出所：第16章　労働・賃金（http://www.stat.go.jp/data/nihon/16.htm）

雇用者には、注記されているように｢役員も｣含まれている。資本(その所有・・・個人と企業の株主、金融機関、そこに余剰資金を預ける諸個人と企業による所有)と経営(企業経営者・企業指導者・企業の管理職階層)との分離。

	
	職業、年齢階級、従業上の地位別就業者数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（単位　1,000人）

	職　　　業
	総　数     
	　
	　
	　
	　
	　
	雇用者
	自営業主
	家　族
従業者

	
	
	15～24
   歳
	25～34
	35～44
	45～54
	55 歳
以 上
	
	
	

	
	 1)
	
	
	
	
	
	2)
	 3)
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	総　　　　数
	62,978
	6,496
	13,788
	12,315
	15,325
	15,054
	52,281
	7,186
	3,507

	専門的・技術的職業従事者
	8,490
	818
	2,422
	2,257
	1,847
	1,147
	7,453
	948
	88

	管理的職業従事者
	1,798
	3
	61
	216
	567
	951
	1,682
	112
	3

	事務従事者
	12,064
	1,298
	3,287
	2,665
	2,946
	1,869
	11,468
	65
	531

	販売従事者
	9,492
	1,027
	2,203
	1,904
	2,280
	2,078
	7,608
	1,425
	458

	サービス職業従事者
	5,562
	999
	1,000
	874
	1,337
	1,351
	4,285
	798
	479

	保安職業従事者
	996
	114
	217
	203
	256
	205
	992
	4
	0

	農林漁業作業者
	3,149
	58
	139
	269
	506
	2,176
	371
	1,492
	1,285

	運輸・通信従事者
	2,258
	127
	489
	449
	645
	548
	2,109
	137
	12

	生産工程・労務作業者
	18,433
	1,883
	3,787
	3,365
	4,810
	4,588
	15,660
	2,141
	631

	分類不能の職業
	737
	170
	183
	114
	131
	139
	652
	64
	19

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	「国勢調査」（10月1日現在）による。　　1)　従業上の地位不詳を含む。　　2)　役員を含む。　　
3)　家庭内職者を含む。
資料　総務省統計局統計調査部国勢統計課「国勢調査報告」


下記の平均給与額の格差は、大きいと見るか？　それとも妥当だと見るか？

　

その判断の基準は何か？　

平均給与額の絶対額だけを見て、格差の大きさを考えてはだめで、平均年齢との関係も見る必要がある。

提供する労働の質・熟練度の違いなども、差を考える上で重要。

同一労働=同一賃金・・・・労働の質がちがえば、それに見合った賃金。

　例えば、受講生の文科系学生諸君が一番関係のある事務職を見てみよう。

　事務部長職まで昇進した人の平均年齢は、51.9歳（つまり52歳ですね）。その人が、80万6千円くらいの収入を得ている。

　これに対して数が一番多い事務係員の平均年齢は、32.9歳(つまり、33歳ですね)。その人の毎月平均給与額は、35万3千円くらいですね。

　52歳の部長は32歳の事務係員の2倍少しの給与をえているということになります。

　しかし、本人の年齢、したがって奥さんなど家族と子供の年齢、教育費・生活費の幅などを考えると、この2倍という格差は、それほど大きなものではないような気がしますが、学生諸君はどう思いますか？

　7月1日の新聞には、国会議員、各地方自治体の首長(知事や市長など)の所得がでていました。

　国会議員なども議員報酬などだけだと、1800万とか2000万円といった人の数が多いようでしたが、皆さんは見ましたか？　神奈川県の場合、県議平均で1970万円に｢減少｣と。

年齢が問題になりますがそれはさておいて、1800万といえば、12ヶ月で割ると、150万円です。上記の例で言うと、32歳の事務係員の月収の約4倍すこし、ですね。また、事務部長の2倍くらいですね。

これは、高い報酬でしょうか？　　仕事との関係がありますね。　

新聞記事によれば、中田市長は、2908万円の所得・・・2580万円(市長給与など)プラス雑所得328万円(原稿料など)だった、と。月収240万円余。　

　国会議員や市長の場合は、ちょっと普通の皆さんとの比較にならないので、事務職の相互比較をどう考えるか、みんなで考えてみて欲しい。

普通に仕事をしているかぎりで、議員といった人の仕事の内容、また事務部長の仕事や責任の内容と年齢、といったことを考えると、「不当に高い所得」とはいえないような気がしますが、学生諸君はどのように感じますか？

　所得格差という場合、むしろ問題になるのは、資本所有による所得、すなわち、株式や不動産からの所得、役員報酬などの大きさでしょう。

役員報酬などが全法人企業で合計どの程度だったか、法人企業統計で確認してみてください。

----------　

　年齢条件のほかに考えなければならないのが、労働時間です。

　以下のいろいろの職業の各階層の人数、平均年齢、平均給与をじっくり見て、考えてみてください。

	16－29　職階・職種別の従業員数，平均年齢と平均給与額（平成14年）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	職      階
職      種
	　
	従業員
総　数
	平　均
年　齢
	平均給与月額（円）
	備       考

	
	　
	
	
	きまって
支給する
給与
	
	
	

	
	　
	
	
	
	#時間外
 手 当
	#役付
 手当
	

	
	
	　
	
	
	
	
	
	　

	支店長 
	1)
	　
	3,005
	52.6
	748,674
	606
	77,117
	構成員50人以上

	事務部長
	1)
	　
	25,941
	51.9
	753,487
	135
	53,143
	3課以上又は構成員30人以上

	事務課長
	
	　
	68,124
	47.5
	599,655
	2,961
	41,588
	2係以上又は構成員10人以上

	事務係長
	
	　
	79,785
	42.3
	476,674
	42,814
	3,480
	構成員4人以上

	事務主任
	
	　
	122,266
	39.7
	414,283
	44,310
	422
	　

	事務係員
	
	　
	1,128,419
	32.9
	318,157
	35,391
	-
	　

	工場長 
	1)
	　
	2,836
	53.0
	716,149
	346
	48,589
	構成員50人以上

	技術部長 
	1)
	　
	18,363
	51.6
	678,760
	173
	42,897
	3課以上又は構成員30人以上

	技術課長
	
	　
	60,543
	47.2
	564,284
	2,103
	30,285
	2係以上又は構成員10人以上

	技術係長
	
	　
	65,457
	42.1
	483,693
	43,236
	1,766
	構成員4人以上

	技術主任
	
	　
	94,874
	39.0
	429,231
	57,277
	313
	　

	技術係員
	
	　
	709,440
	32.7
	345,952
	53,314
	-
	　

	電話交換手（組）長
	
	　
	78
	48.0
	380,059
	26,846
	2,227
	部下5人以上

	電話交換手
	
	　
	1,900
	41.6
	332,361
	21,551
	49
	見習，外国語の電話交換手を除く

	自家用乗用自動車運転手
	
	　
	5,539
	52.4
	452,081
	81,962
	-
	　

	機械工作職・組長
	2)
	　
	2,099
	45.4
	446,299
	62,415
	1,917
	部下5人以上

	機械工作一般工 
	2)
	　
	24,747
	39.6
	350,936
	59,227
	-
	　

	建設機械操作手
	
	　
	2,746
	42.3
	412,069
	74,488
	-
	監督，見習を除く

	土木作業主任
	
	　
	1,127
	37.7
	390,752
	52,363
	-
	部下5人以上

	大工職・組長
	
	　
	44
	56.2
	534,733
	89,307
	32,062
	部下5人以上

	大工一般工
	
	　
	743
	46.4
	335,815
	55,526
	-
	見習を除く

	電工職・組長
	
	　
	889
	47.7
	489,830
	79,581
	3,716
	部下5人以上

	電工一般工
	
	　
	10,682
	38.6
	382,923
	66,199
	-
	見習を除く

	ボイラ技士
	
	　
	5,008
	40.7
	403,011
	67,840
	97
	2級ボイラ技士

	守衛
	
	　
	5,970
	52.4
	409,620
	45,156
	-
	　

	研究所長 
	1)
	　
	408
	52.4
	829,857
	45
	50,914
	構成員50人以上

	研究部（課）長
	
	　
	6,990
	47.0
	632,408
	1,173
	15,608
	2室(係)以上又は構成員7人以上

	研究室（係）長
	
	　
	8,790
	42.6
	507,316
	32,710
	3,511
	構成員3人以上

	研究員
	
	　
	62,587
	34.2
	386,188
	44,059
	-
	　

	病院長
	
	　
	874
	59.8
	1,585,823
	35,841
	119,221
	部下に医師5人以上

	医科長
	
	　
	8,384
	45.9
	1,140,991
	82,687
	41,924
	部下に医師1人以上

	医師
	
	　
	22,858
	38.5
	868,816
	74,745
	-
	　

	歯科医師
	
	　
	734
	38.6
	736,105
	22,786
	-
	　

	薬剤師
	
	　
	14,134
	33.6
	329,598
	34,494
	-
	　

	診療放射線技師
	
	　
	16,623
	36.7
	396,242
	36,676
	4,333
	　

	臨床検査技師
	
	　
	22,251
	38.6
	369,106
	30,689
	2,822
	　

	栄養士
	
	　
	10,829
	35.0
	278,167
	15,734
	2,460
	　

	看護師
	
	　
	214,397
	33.5
	331,994
	41,971
	-
	　

	大学学部長
	
	　
	994
	59.6
	857,277
	176
	80,897
	　

	大学教授
	
	　
	29,547
	56.2
	748,841
	609
	5,692
	　

	大学助教授
	
	　
	14,579
	47.0
	598,407
	1,052
	-
	　

	大学講師
	
	　
	9,773
	42.7
	513,898
	3,717
	-
	　

	高等学校校長
	
	　
	253
	61.2
	741,968
	-
	72,696
	　

	高等学校教頭
	
	　
	1,006
	55.4
	663,793
	505
	47,229
	　

	高等学校教諭
	
	　
	36,205
	44.5
	509,519
	835
	-
	　

	遠洋船長・機関長
	
	　
	254
	51.5
	1,043,322
	-
	34,115
	　　航行区域に限定のない
　　総トン数20トン以上の
　　船舶

	遠洋一等航海士・機関士
	
	　
	344
	47.3
	907,255
	75,829
	-
	

	遠洋二等航海士・機関士
	
	　
	188
	28.9
	611,846
	84,274
	-
	

	近海船長・機関長 
	3)
	　
	103
	52.1
	660,772
	103,015
	102,940
	　

	近海一等航海士・機関士
	3)
	　
	108
	46.3
	542,659
	152,589
	-
	　

	近海二等航海士・機関士
	3)
	　
	97
	40.7
	511,650
	149,212
	-
	　

	沿海・平水船長・機関長  
	
	　
	438
	51.9
	604,807
	52,681
	85,181
	   港内又は湾内を航行
   区域とする総トン数5
   トン以上の船舶

	沿海・平水一等航海士・機関士
	
	
	344
	43.8
	522,113
	111,615
	873
	

	沿海・平水二等航海士・機関士
	
	
	291
	40.0
	456,344
	96,339
	-
	

	
	
	
	　
	
	
	
	
	　

	「職種別民間給与実態調査」による。調査対象は，企業規模100人以上で，かつ，事業所規模50人以上の民間7,886事業所。平成14年4月分の最終給与締切日現在のもの。  1)　取締役兼任者を除く。  2)　専ら平削盤，形削盤，竪削盤を使用する者。  3)  北緯63度から南緯11度の間及び東経94度から175度の間の水域を航行区域とする総トン数20トン以上の船舶。
資料　人事院勤務条件局給与第一課「民間給与の実態」

	

	

	


別紙：労働者の産業、学歴、年齢階級別月間給与額　

追加（20040707）：ここで、賃金の段階的差の意味(存在の根拠)を、経済学の古典に遡って考えてみるのも、役に立つことだろう。さしあたり、リカードの考え(賃金論)を紹介しておこう。

佐藤俊樹『不平等社会日本―さよなら総中流―』中公新書、2000年6月初版（2002年5月、第15版）

第一章　平等のなかの疑惑―実績VS努力

佐藤俊樹（2002年5月、第15版）によれば、日本人の理想と現実の双方で、｢努力と実績｣の二つを資源配分原理としてみなす人々が、合計で70％－80％に上っている。

理想においては、「努力」に応じた資源配分を原理とすべきだと考える人の比率が高い。男性で51.2％、女性で62.2％である。それにつぐのは、「実績」による資源配分原理であり、男性が30.4％、女性が16.6％となっている。

現実イメージにおいては「実績」が資源配分の原理となっていると観察している人が、男性で51.4％、女性ではそれが53.6％となっている。現実の資源配分原理が、どうなっているかわかならいと見る人の割合も、結構高い。男性で14.3％、女性で16.0％に上っている。詳しくは、同書、p.18の表を参照。

p.20・・・｢理想は努力主義による配分だが、現実は実績主義になっている｣というのが、日本社会への一般的なイメージなのである。

これらに対して、「必要に応じた資源配分」、｢均等な資源配分｣を理想とし、また現実と見る人の割合は、男性・女性とも非常に少ない。

「努力と実績」に基づく配分原理をよしとするものが圧倒的多数を占める20世紀末は、「我々はみんな自由主義者」の時代だと、佐藤俊樹p.20は特徴付ける
。

理想では「努力主義」が、現実(イメージ)では｢実績主義｣が大きな割合を占めるというねじれに関して

 p.21・・・「運不運や最初のスタート点がわるかったといった事情で、実績で評価されるのは不公平だと思える場合に、人は「努力で評価してくれ」という・・・・・・」

その｢努力主義｣の主張が男性よりも女性において高い割合を占める。

「男女雇用機会均等法で総合職という枠だけは形式的に平等になったが、就職自体男性よりはるかにきびしいし、たとえ総合職につけても、その後さまざまな壁にぶつかる。その意味では、本当に平等な競争をさせてもらえていない。それが、｢理想は努力主義だが現実は実績主義｣という回答につながるのではないか。」(p.21).

p.24・・・「理想を実績と答えた人の平均年収は568万円、努力と答えた人は511万円で、ほぼ50万円の差がある。」

p.24 学歴との関係・・・「学歴が高くなるほど、実績と答える人が多くなる。大学卒では42％が実績主義を理想としている。日本では高学歴ほど収入が高いから、実績か努力かは、たしかに社会的地位の高い低いに関連しているといえる。」

「努力か実績か」・・それとも？

配分原理をめぐる職業(階層)による理想と現実意識の違い

階層区分(p.25)

(1) ホワイトカラー雇用上層（W雇上）・・専門職と管理職の被雇用(法人企業の役員を含む)

(2) ホワイトカラー雇用下層（W雇下）・・販売職と事務職の被雇用

(3) 全自営・・専門職と管理職と販売職と事務職と熟練職と半熟練職と非熟練職の自営(家族従業を含む)

(4) ブルーカラー雇用上層（B雇上）・・・熟練職の被雇用

(5) ブルーカラー雇用下層（B雇下）・・・半熟練と非熟練職の被雇用。

(6) 農業・・・農林水産業の職

いろいろな特徴

· ホワイトカラー計は実績主義が多く、とくにW雇上に多い。

· p.26そのW雇上では、実績主義者の収入が、努力主義者の収入より役60万円多い。

· p.29 実績主義者の方が、年齢と収入に関連性がある。

· p.31 W雇上は、企業や官公庁で働く専門職・管理職であり、経験年数が専門性や管理能力を発揮するのに役立つケース・・・アメリカや西ヨーロッパでも、W雇上は一つの企業に長くいて、年齢にそって賃金があがっていくのがふつうである。何でもかんでも自由競争しているわけではない。

· p.32　日本のW雇上はチームで作業することが多く、厳密に個人個人の実績を計測できる形にはなっていない。だから、本当は、ホワイトカラーの｢実力｣はそもそもそう客観的に評価できるものではないと考えるべきなのである。

· p.33 企業に勤めているサラリーマンは、入社した時点で｢よーいドン！｣で競争がはじまる。コネや運不運はそれでもついてまわるが、自営業のように、最初から営業資産に大きな差があるのに比べれば、平等な競争といえる。その分、W雇上は実績主義に傾きやすいと考えられる。

P.33相続される学歴

p.33　「実績主義の人々は本当に自分の力だけでやってきたのか。彼らは｢努力すれば何とかなる｣世界に生きているのだろうか。

 痛烈な反論が、一つは、女性の側からあがるはずである。―スタート地点が平等だなんてとんでもない。女性が専門職・管理職になるにはさまざまな壁がある。逆にいえば、実績主義の3分の2を占める男性の地位は、｢性別｣という障壁に守られた、虚構の｢実績｣なのだ、と。

p.34  「実績主義の人々の｢実績｣をささえているのは、この性別という、目に見える壁だけではない。実はもう一つ、目に見えない大きな壁があるのである。

「実績主義には高い学歴の人間が多く、W雇上など、高い学歴を活かす職業についている。それだけではない。実績主義の人々は、その父親の学歴も高いのである。彼らの高い学歴は父親の高い学歴をひきついだものなのだ。」

第2章 知識エリートは再生産される―階層社会の実態

１　｢階級なき社会｣の神話
　　｢努力すればなんとかなる｣のか｢努力してもしかたない｣のか－これは階層論では世代間移動の開放性/閉鎖性として知られている。

開放性(閉鎖性)のはかり方

　オッズ比・・・直感的にわかりやすく、国際的にも広く使われている・・・親がある職業についていたかどうかで本人(＝子ども)がその職業につきやすいかどうかをみるもので、具体的には親の職業によって本人たちの職業の比率がどの程度ちがうかを、比率の比の形で表す。・・・｢なりやすさ格差｣

　ファイ係数・・・親の職業と本人の職業の｢結びつきの強さ｣を示すもの・・世襲度合い

安田の開放性係数・・・移動の量、ある職業から別の職業へと移動(流出)した人数、ある職業へ別の職業から移動(流入)した人数の相対的な大きさ

p.45　従来の定説は｢開かれた選抜｣

　　努力すれば何とかなる社会

p.46　定説・・・｢日本社会は次第に開かれる方向へ進んでいる｣、つまり、だんだん｢努力すればナントカなる｣社会になっている。

オッズ比＝｢なりやすさの格差｣と開放性係数＝｢移動の量｣で、「全体としてほぼ同じ傾向」、すなわち、｢全自営を除けば、もっとも古い１９５５年調査と比べると、オッズ比は下がり、開放性係数は上がっている。つまり、雇用されている人＝勤め人の世界は戦後、次第に｢努力すればナントカなる｣社会になってきたのである。全自営のしめる比率がずっと減少している点を考えれば、社会全体としてもそうだといえそうである。｣

p.47 平等化が進む戦後
p.47-48　「とくにそれが顕著なのはＷ雇上、つまり専門・管理職のホワイトカラー被雇用者である。第一章でみたように、彼らは他の５つの職業より、収入も学歴も高い。そのＷ雇上のオッズ比を見てみると、５５年調査、つまり高度成長が始まる前夜では、９．５８ときわめて高い値になっている。

　オッズ比は『なりやすさの格差』を示す。つまり、５５年の調査では、Ｗ雇上になれる/なれないが、父親がＷ雇上かどうかで１０倍近くちがっていた。いいかえれば、父親がＷ雇上だった男性は、そうでない男性に比べて、約１０倍も、Ｗ雇上になりやすかったのである。

戦前の日本社会は貧富の差が大きく、お金がない家庭に生まれた子どもは、特別な幸運にめぐまれないかいぎり、どんなに成績が良くても上級の学校に進学することは難しかった。まさに、｢努力してもしかたない｣社会だったのである。その影響が５５年調査の頃にはまだ残っていた。ところが６５年になると、Ｗ雇上のオッズ比が大きく下がり、７５年調査以降は４．０付近で安定する。５５年調査と比べると、ほぼ半減したことになる。

· ・・

　p.49 実際、７０年代以降、日本には｢階級がない｣という議論がさかんにいわれるようになった。イギリスではジェントルマンの子はジェントルマン、中流階級の子どもは中流階級、労働者の子どもは労働者になるのに対して、日本では高い学歴を身につければ、労働者家庭の子どもでもエリートサラリーマンになれる。だから日本は｢階級がない｣＝｢開かれた社会｣である、と。　

ちょうど、１９７０年の総理府｢国民生活に関する意識調査｣で、自分が｢中｣だと答える割合が全体の９割を超えたという結果が発表されたこともあり、いわば一億「総中流」社会がニッポンのイメージとして定着した。」・・・その論客の代表格・・・村上泰亮の新中間大衆論

p.49 溶ける「中流階級」

　ホワイトカラー層の拡大とともに中流階級（管理的役割と文化的指導力をあわせもっていたかつてのような中流階級）の輪郭は、徐々に溶解して、ブルーカラーや農民と交じり合っていく傾向・・・

ところが、

橘木俊詔によれば、所得や資産の面では80年代後半以降、分配の不平等度を示すジニ係数がかなり急速に増大しており、日本社会はむしろ不平等化したといわれている。

２　閉じた選抜システム

40歳時職に注目

· ・・経路依存性をはっきりさせるため・・・どういう父親(学歴・地位)で、本がどういう学歴を経て、本人40歳の時点でどのような職（地位）についているか。

p.57 ｢団塊の世代｣での反転・・・戦後の平等化傾向から、不平等化傾向へ

p.58の二つの表・・図2・4　出生年代別・父主職×本人40歳職のオッズ比

　　　　　　　　　図2・5　出生年代別・父主職×本人40歳職の開放性係数

p.59  W雇上のオッズ比＝『なりやすさの格差』でみると、「明治のしっぽ」の世代は、9・4とやはり高い。父親がW雇上だった人は、そうでない人とくらべると、本人40歳職でも約9倍、W雇上になりやすいのである。

　　　　それが、｢大正世代｣｢戦中派｣｢昭和ヒトケタ｣と順調に下がっているが、最後の｢段階の世代｣で、7・9と反転上昇しており、｢大正世代｣とほぼ同じ水準で、いわば戦前に戻っている。

｢団塊の世代｣では、父親がW雇上だった人は、そうでない人と比べて、本人40歳職では約8倍、W雇上になりやすい。

p.61 開放性バブルの崩壊

　p.61 本人40歳職で親子の地位の再生産をより的確にとらえると、｢より開かれた｣とは到底いいがたい。最後の｢団塊の世代｣では、戦後生まれたホワイトカラーの開放性がうしなわれ、戦前と同じぐらい｢努力してもしかたない｣社会になっている。

       高度成長から安定成長への流れのなかで、日本の企業は右肩上がりの拡大をつづけてきた。その分、専門職・管理職のポストもふえ、それが学歴獲得の選抜システムの範囲の拡大とあいまって、W雇下やB雇下などから、多くの人間をW雇上によびこんだ。・・・

p.62　図2・6　40歳職W雇上へのルート

　　初職でW雇下についた人々のうちどのくらいが40歳職W雇上についているか、W雇上出身者とW雇下出身者それぞれでくらべると、図2・6のようになる。W雇下出身者、つまり父主職がW雇下だった人が40歳職でW雇上に昇進する率は、75年調査の｢戦中派｣世代で一時的にふえただけで（これは職業分類のずれの影響とも考えられる）、後はほぼ20％台の横ばいなのである。

　　　　別の角度からいえば、W雇上の世代間再生産は、高度成長期にもなくなったわけではない。初職でW雇下を経由するというキャリアコースが制度化された上、他からの流入が多くなったため、見えにくくなったにすぎない。

つまり、｢団塊の世代｣での閉鎖化とは、戦後の経済成長の効果が消えた後、W雇上の世代間再生産というハードコアが残ったということなのである。いわば開放性のバブルがはじけたのだ。

p.65 知識エリートの再生産

　p．66　学歴や職業威信でみれば、W雇上は平均的にはやはり高い地位にある。専門職や管理職という知識労働型の職業につく点で言えば、W雇上は日本社会の｢知識エリート｣とよびうる。この知識エリートが世代を超えて再生産されているのだ。

p.66 「学歴社会」のハードコア
p.67 図2・7　父の学歴と理想の資源配分原理

図2・8　父４年制大学卒
で本人現職W雇上における理想の資源配分原理

40歳職W雇上の人々は、父の学歴も高い。つまり、父の学歴が高いほど、W雇上への選抜では有利になる。親の学歴は本人にとって、スタート点の有利さ、｢目に見えない｣資産となっている。その意味では、じつはあらかじめ有利な人間ほど実績主義にかたむいているといえる。

なかでも強烈なのは、父学歴が4年制大学で本人がW雇上の人々である。彼らの考える理想的配分原理は、図2・8にようになる。

p.68　 W雇上の再生産は学歴にせよ昇進にせよ、本人の努力という回路を必ず通る。けれども、その｢本人の努力｣が本当に本人だけの力によるものならば、親の職業によってW雇上へのなりやすさがかわるわけはない。世代間再生産が見られること自体、｢本人の努力｣なるものが、決して本人による努力ばかりではないことを意味する。

　にもかかわらず、高い学歴を持つ人間は実績主義にかたむく。自分の地位を実力によるとみなせる。親の学歴や職業といった資産が、選抜システムのなかで｢EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ロンダリング),洗浄)｣されているようなものだ。｢本人の努力｣という形をとった学歴の回路をくぐることで、得た地位が自分の力によるものになる。だからこそ、自分の地位を実績主義で正当化できたり、努力主義を｢負け犬の遠吠え｣とみなせたりする。そういう魔力こそが、｢学歴社会｣の｢学歴社会｣たるゆえんなのだ。これが日本の選抜社会の現実なのである。

　

第3章 選抜社会の空洞化―粘土の足の巨人

１　｢階層の戦後｣の終焉

図3・1本人40歳職ごとの本人学歴スコア(小１点/中2点/高3点/短大4点/大5点で換算)

図3･2絶対的な豊かさと相対的な豊かさ

（世代ごとに全体として生活水準の上昇、しかし、W雇上、W雇下、全自営、B雇上、B雇下の相対的な貧富の関係(貧富の差)に大きな変化はない。

� ｢必要に応じた資源配分｣、「均等な資源配分」を、社会主義とみなしてのことである。


　だが、この「社会主義」の定義・概念は、果たして妥当だろうか？


これは、「悪平等社会主義」、｢形式平等社会主義｣というべきだろう。


　


むしろ、社会主義の一つの定義(勤労原理にもとづく実質平等・実質公正の社会主義)は、｢働かざるもの食うべからず｣であった。


逆に言えば、｢労働に応じた配分｣こそが社会主義の目標であり理念であった。この意味では、まさに、実質的な社会主義の原理こそが、｢努力と実績に基づく配分｣である。


「努力と実績」に基づく配分原理を｢自由主義｣と定義すること、これはまさに20世紀末・21世紀初頭の独特の思想状況を意味する。すなわち、「社会主義」という言葉への拒絶反応、その社会主義イメージは、非民主主義、中央集権の統制経済、悪平等社会、形式平等社会。


しかし、｢努力と実績｣による配分の要求(理想でもありかなり現実にも実現されている)は、実質的に｢働きに応じた配分｣、その意味での実質的な社会主義・社会正義を求める勤労者の本音を意味してはいないか？


� 大学の定員(受け入れ可能数)と進学人口の関係からすれば、今後は、中卒や高卒に対する意味での大きなくくりとしての「4年制大学卒」ということは、階層分化を考える上では、意味がないのではないか？


　｢4年制大学卒｣がある少数者である時に、はじめて「W雇上」への道との関連がもんだいになるのではないか？　大学間格差があって、その大学間格差を踏まえた新たな分析が必要ではないか？　すなわち、東大の学生の親の平均年収が、全国の大学の中で一番高いといわれるように、「大学卒」ではなく、大学間格差をデータで振るい分けなければならないのではないか？
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